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高等教育へのアクセスの現状を問うために

• 18歳人口を3つに分けて、進学先の違いを検討
• 私立大学への自宅通学の多い三「大都市圏」、県外進学も多い「地方」

• さらに、「大都市圏」からの遠近により（地域ブロックのまとまり
も考慮し）「地方」も2つに 分けると、進学の構図がクリアに

→「地方A」、「地方B」
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短期大学進学率

出身高校所在地別の
大学進学率

【出典】2022年度『学校基本調査』より作成（過年度卒を含む進学率、男女計）
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一つの視点…「大学進学率の内訳」を見る

• 設置者と入学難易度を区別

• 2015年『学校基本調査』個票に
偏差値データを結合させ集計→
• （データの出典は、次のスライドを参照）

• 右図は日本全体の大学進学率（外国学校
出身等の1.3ポイントを除く）50.2％の内訳

• 国公立大学と私立大学を、あえてまとめて
みると、「への字」型の分布
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（「その他」出身を除く）

（入学難易度別に分解）

【出典】朴澤（2022），p. 22
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地方A (46.8)
(北関東, 北陸, 甲信越, 東海, 

東近畿, 中国, 四国)

大都市圏 (57.8) 地方B (40.4)
(北海道, 東北, 九州・沖縄)

出身高校所在地別にみた「大学進学率の内訳」（男女計、2015年度）

• 大学別・学部等別「出身高校の所在地県別入学者数」に、河合塾の3教科の
偏差値データ（『2016年度 大学ランキング』朝日新聞出版による）を結合させ
集計した18歳人口100人当たりの進学者数。 【出典】朴澤（2022），p. 24

4

（国公立7.9，私立50.0） （国公立13.2，私立33.6） （国公立13.3，私立27.1）



地域による進学先の違いがもつ意味

• 大学進学者の学力分布の形が、3地域とも同様なら、
「内訳」の分布も、みな「への字」型になるはず

• なっていない → 学力分布 ≠ 「内訳」の分布

• （経済的・地理的理由で）「本来の学力」で入学できる
はずの大学よりも、低い難易度の大学への進学？
• 特に、地方Bからの「40.0未満」と「47.5～55.0未満」 ←地方大学が多い

• どう評価できるか

（1）「地方の高等教育機関が果たす多面的な役割」
• 入学難易度から想定される以上に、学力の高い学生も受け入れている

（2）学力と進学先との一種のミスマッチ
• 「アンダーマッチング」（Bowen他2009、藤村2022）が、地方の高校から
の大学進学の一部で起きている
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政策的インプリケーション

• 学力と進学先とのミスマッチは課題と言えるか
• 出身大学によって就職機会は異なるから、「適材適所」が実現しにくい
→ 公平性だけでなく、効率性の観点からも、緩和が望まれる

• 将来の大学入学者数の減少も視野に入れながら、
政策的に「ミスマッチの緩和」を目指すとすれば

（1）他の地域への進学移動も可能にする個人補助
• 入学難易度の高い私立大学は、大都市圏に集中（→参考資料⑨）

• 修学支援新制度（の中間所得層への拡大）が、すでに一定程度機能か

（2）主に地方私立大学を念頭に置いた機関補助
• （教育の質の向上に取り組み、）地域から求められる大学の経営が成り
立つ規模を維持 ←様々な理由で地元を離れない進学者

※ 本報告が扱っていない課題： 女性のアンダーマッチング（→参考資料①）、
大学進学率と学力の関係（→参考資料②）、短期高等教育も含めた議論
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ご清聴ありがとうございました

（本報告のうち意見にわたる部分は個人的見解です。
所属機関又は関係機関の見解ではありません。）

【以下のスライドは参考資料】
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①男女別にみた「大学進学率の内訳」（2015年度）

• 大学別・学部等別「出身高校の所在地県別入学者数」に、河合塾の3教科の
偏差値データ（『2016年度 大学ランキング』朝日新聞出版による）を結合させ
集計した18歳人口100人当たりの進学者数。 【出典】朴澤（2022），p. 22
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（国公立10.8，私立39.4） （国公立12.3，私立41.6） （国公立9.2，私立37.1）



②大学進学率（2022年）と7年前（2015年）の算数学力との散布図（都道府県別） 9

• 『学校基本調査』及び「全国学力・学習状況調査」より作成。
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③【男子】大学進学率の推移（1976～2023年） 10

• 『学校基本調査』より作成。短期大学を除く。
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④【女子】大学進学率の推移（1976～2023年） 11

• 『学校基本調査』より作成。短期大学を除く。
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⑤【男子】大学進学者数にしめる「域内」進学者数の比率の推移（1976～2023年） 12

• 『学校基本調査』より作成。東京圏は4都県内、京阪神は3府県内、他は県内。
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⑥【女子】大学進学者数にしめる「域内」進学者数の比率の推移（1976～2023年） 13

• 『学校基本調査』より作成。東京圏は4都県内、京阪神は3府県内、他は県内。
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⑦大学設置者・入学難易度別の大学入学者数（18歳人口100人当たり）（2015年度）

• 大学別・学部等別「出身高校の所在地県別入学者数」に、河合塾の3教科の
偏差値（『2016年度 大学ランキング』）を結合させ集計した18歳人口100人当
たりの進学者数。「BF」は「ボーダー・フリー」。 【出典】朴澤（2022），p. 28
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⑧大学設置者・入学難易度を区別した大学の収容率（2015年度）

• 【出典】朴澤（2022），図2-1（p. 32）
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⑨大学設置者・入学難易度を区別した大学入学者数（学部所在地別）（2015年度）

• 朴澤（2022），図2-1（p. 32）の収容率に18歳人口を乗じて作成
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⑩大学入学者の出身地・性別（学部所在地・設置者・入学難易度別，2015年度）

• 【出典】朴澤（2022），p. 47。域内は東京圏4都県内または京阪神3府県内
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⑪大都市圏出身者の進学先の所在地（男女別、大学設置者・入学難易度別、2015年度）

• 【出典】朴澤（2022）, p. 72。域内は東京圏4都県内または京阪神3府県内
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⑫地方A・B出身者の進学先の所在地（男女別、大学設置者・入学難易度別、2015年度）

• 【出典】朴澤（2022），p. 73
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